
平成２８年度 事務事業評価シート

9

-

-

Action

事業の目的 年度

対象者等
※ハード事業
の場合は、施
設名を記載

事業の内容
根拠法令、条例、
要綱等

指標名 単位
Ｈ26
実績

Ｈ27
実績

Ｈ28
目標

Ｈ29
目標

Ｈ30
目標

Ｈ31
目標

Ｈ26
決算

Ｈ27
決算

Ｈ28
予算

Ｈ29
予算案

Ｈ30
予算案

Ｈ31
予算案

国庫
支出金

道
支出金

地方債 20,900 31,300

その他

一般
財源

6,988 10,532

99999174 0 27,888 41,832 0 0 0

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

5,940 6,036 3,888

99999216 0 5,940 6,036 3,888 0 0

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

1,839 1,284 1,284 1,284 1,284 1,284

99999227 1,839 1,284 1,284 1,284 1,284 1,284

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

4,817

99999333 0 4,817 0 0 0 0

章 その他の事業

節 -

施策 -

目標 -

ＮＯ 施策
事業名
【事務事業
コード】

部名及びグ
ループ名

開始
年度

終了
年度

大型
事業
推進
プラ
ン掲
載事
業

事業
区分

会計
種別

Plan  ・  Do Check

事業概要 事業の成果、目標 各年度の決算額、当該年度の予算額、今後の予算案　【　単位　：　千円　】
第２期基本計画第３次実施計画期間
（Ｈ24～Ｈ27）及び平成28年度におけ
る事業内容の変更・改善等の状況

評価

Ｈ26

JR利用者並
びに幌別駅
自由通路利
用者

Ｈ27

上記のとお
り

- - - -

Ｈ28

上記のとお
り

名称

評価の判断理由、特記事項
など
（妥当性、有効性、効率性、成
果）

今後の事業の方
向性
【Ｈ29以降】

終了

地震発生時における旅客等の
人命確保及び列車運行の安全
性の確保並びに通行者の安全
性が確保されることから、平
成２８年度で事業を終了す
る。

平成２８年度で事
業終了。

上記内容は、JR北海道の都合により平成２７年
度中に一部工程が終了しなかったことから、平
成２８年度においても引き続き実施する。

平成２８年３月３０日繰越決定
（平成２７年度一般会計補正予算（第８号））

上記のとおり

Ｈ28

上記のとおり

合　計

- -

H28 ソフト
一般
会計

3 - - -

Ｈ26
以前

JR北海道と事業実施に向けた
調整を実施

Ｈ27

上記のとおり

JR北海道の都合により未実施 建築物の耐震改修
の促進に関する法
律 【耐震指標判定】

地震の震動及び挙動
に対して倒壊し、又
は崩壊する危険性に
ついての判定

判定1：危険性が高い
判定2：危険性がある
判定3：危険性が低い

判定 2 2

JR北海道が駅舎と自由通路を併せた耐震補強工
事を実施し、登別市が管理している自由通路分
を床面積割合等で費用負担を行った。
また、屋上防水塗装、内外装改修等を実施し、
公共施設の長寿命化を図った。

上記のとおり

- -

ＪＲ利用者並びに
幌別駅自由通路利
用者の安全性、併
せて列車運行の安
全性を確保するこ
とを目的とする。

1 -

幌別駅自由
通路耐震補
強事業負担
金 総務

部

契
約・
管財
Ｇ

H25

固定資産税の賦課
業務において、限
られた人員のもと
迅速かつ適正・公
平な家屋評価を行
うことを目的とす
る。

Ｈ26

2 -

地方公会計
関係経費

総務
部

財政
Ｇ

H27

3 -

市税等賦課
経費（資産
税）※家屋
評価支援シ
ステムリー
ス更新分

市民
生活
部

税務
Ｇ

－ － ソフト
一般
会計

4 -

美園分遣所
解体事業

消防

総務
Ｇ
（消
防）

H27

Ｈ28

390

Ｈ26
以前

390 390

納税義務者 固定資産税の対象となる新・増築された家屋の
評価調書や平面図を、当該システムで作成し、
保存する。

地方税法、固定資
産評価基準

家屋評価件数 件 378

合　計

H27 ハード
一般
会計

効率的かつ効果的
な消防体制の構築
を図ることを目的
とする。

- - -

-

効率的かつ効果的な消防体制の構築を図るため
将来の消防力のあり方を検討した結果、美園分
遣所機能を廃止することとした。

棟 -

- -

Ｈ28

Ｈ26
Ｈ26
以前

Ｈ27

市民 老朽化の著しい美園分遣所を解体した。

- Ｈ27

美園分遣所機能を廃止、老朽
化が著しいため解体した。

- - -

終了
効率的かつ効果的な消防体制
の構築を図った。

平成２７年度にて
事業終了。

1 - - - -

効率性（低予算、
少労力）の観点か
ら、他の家屋評価
支援システムの導
入を、現行の契約
最終年度（平成３
１年度）に検討す
る。

Ｈ27

上記のとお
り

上記のとおり

Ｈ27

上記のとおり

- - - - - - - -

Ｈ28

上記のとお
り

上記のとおり

387

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

維持

　本事業における家屋評価
は、地方税法及び固定資産評
価基準で定められており、本
市が主体に行うべきものであ
る。
　家屋評価支援システムにつ
いては、平成９年度に導入以
来、本市の家屋評価運用基準
に応じ最適なカスタマイズが
なされてきており、現在限ら
れた人員のもと迅速かつ適
正・公平な家屋評価を行うこ
とを可能としていることか
ら、今後も必要と思われる。
※現行の契約期間　平成２７
年４月１日から平成３２年３
月３１日まで（債務負担行為
設定期間　平成２８年度から
平成３１年度まで）

判定 ‐ 1 1 1 1 1

Ｈ26
以前

Ｈ28

平成27年度同様、業務支援を
受ける公認会計士や庁内関係
職員と課題点等について随時
協議を行いながら、関係事務
を進める。

合　計

Ｈ28

上記のとおり

合　計

390

－ ソフト
一般
会計

国が示す統一的な
基準による地方公
会計の整備を進め
ることにより、財
政マネジメントの
強化を図ることを
目的とする。

Ｈ26

 

Ｈ27

市民 公認会計士の業務支援を受けながら、統一的な
基準による財務書類の作成に向け、その補助簿
となる固定資産台帳を整備した。

平成27年1月23日付
け総務大臣通知
「統一的な基準に
よる地方公会計の
整備促進につい
て」

Ｈ28

上記のとお
り

公認会計士の業務支援を受けながら、統一的な
基準による財務書類の作成に向け、その補助簿
となる固定資産台帳の管理更新を行うととも
に、資産・負債情報の整理のほか、システム対
応等の取組を進める。

上記のとおり

固定資産台帳の整
備状況

判定1：完了
判定2：未完了

維持

統一的な基準による地方公会
計の整備は国よりすべての地
方公共団体に要請されている
ものであり、また、本地方公
会計制度は公共サービスに関
する情報の透明性の確保や財
政マネジメント強化に資する
ものであることから、財務書
類の作成に向け継続する必要
がある。

平成29年度以降に
おいて、統一的な
基準による財務書
類を作成・公表す
る。

Ｈ27

業務支援を受ける公認会計士
や庁内関係職員と課題点等に
ついて随時協議を行いなが
ら、固定資産台帳の整備にあ
たった。

統一的な基準によ
る財務書類（平成
28年度以降の各年
度決算ベース）の
作成・公表状況

判定1：完了
判定2：未完了

判定 - - - 1 1 1



Action

事業の目的 年度

対象者等
※ハード事業
の場合は、施
設名を記載

事業の内容
根拠法令、条例、
要綱等

指標名 単位
Ｈ26
実績

Ｈ27
実績

Ｈ28
目標

Ｈ29
目標

Ｈ30
目標

Ｈ31
目標

Ｈ26
決算

Ｈ27
決算

Ｈ28
予算

Ｈ29
予算案

Ｈ30
予算案

Ｈ31
予算案

ＮＯ 施策
事業名
【事務事業
コード】

部名及びグ
ループ名

開始
年度

終了
年度

大型
事業
推進
プラ
ン掲
載事
業

事業
区分

会計
種別

Plan  ・  Do Check

事業概要 事業の成果、目標 各年度の決算額、当該年度の予算額、今後の予算案　【　単位　：　千円　】
第２期基本計画第３次実施計画期間
（Ｈ24～Ｈ27）及び平成28年度におけ
る事業内容の変更・改善等の状況

評価
名称

評価の判断理由、特記事項
など
（妥当性、有効性、効率性、成
果）

今後の事業の方
向性
【Ｈ29以降】

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

3,000

99999334 0 3,000 0 0 0 0

国庫
支出金

道
支出金

地域づくり総合交
付金

194

地方債

その他

一般
財源

267

99999337 0 461 0 0 0 0

国庫
支出金

地域活性化・地域
住民生活等緊急支
援交付金（地方創
生先行型）

6,740

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

99999338 0 6,740 0 0 0 0

国庫
支出金

道
支出金

地方債

その他

一般
財源

9,624

99999341 0 9,624 0 0 0 0

- 100% -

Ｈ26

-

5 -

消込業務用
ＯＣＲ機更
新事業

会計
室

会計
Ｇ

H27

Ｈ28

合　計

-

Ｈ28

- - - -

ソフト
一般
会計

今般、更新する消
込業務用ＯＣＲ機
については、西い
ぶり広域連合より
貸与されている機
器であるが、これ
の保守管理につい
てはＨ27年3月まで
となっており、こ
の機械は市収納金
の計込業務には不
可欠なものである
ことから新たに更
新するこのであ
る。

H27 Ｈ27

ＯＣＲ機器の更新。このＯＣＲ機は、金融機関にお
いて収納した領収印の日付を読み取り可能仕様で、
これにより、市の収納日と金融機関の収納日のデー
タを持つことが可能なことから市税等の延滞金を計
算するうえで、今まで手作業で日にちの特定を行い
起算日の算出に時間を要していたものが軽減される
ものである。これによって、市収納金の金融機関収
納日のデータ化が行われる。

Ｈ27

- - -

Ｈ26
以前

終了

当初事業内容のとおり完了

- -

ＯＣＲ機による収
納日のデータ化

-

終了
平成２７年度をもって事業を
終了した。

- - - -

Ｈ26
以前

Ｈ27

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

Ｈ28

合　計

- -

7 -

登別市総合
戦略策定事
業（地方創
生先行型） 総務

部

企画
調整
Ｇ

- 286 - -

ソフト6 -

北海道日本
ハムファイ
ターズ応援
大使事業 総務

部

企画
調整
Ｇ

H27 H27

H27 H27 ソフト

応援観戦ツアー参
加者数

人 - 129

Ｈ28

合　計

一般
会計

　プロ野球の北海
道日本ハムファイ
ターズ2015年登別
市応援大使（中島
卓也選手、岡大海
選手）の取組を活
用し本市のＰＲを
行うとともに、選
手との交流などに
よる青少年の健全
育成を図ることを
目的とする。

Ｈ26

Ｈ27

市民及び市
内の小学校
に通学する
児童

Ｈ28

一般
会計

　「地方人口ビ
ジョン」及び「地
方版総合戦略」に
必要なデータ収集
等の調査事務につ
いて調査機関に委
託することによ
り、登別市の安定
した雇用の創出や
人の流れ、若い世
代の結婚・出産・
子育てに関する支
援等を盛り込んだ
「登別市総合戦
略」を策定するこ
とを目的とする。

- - -

　ファイターズと連携して次の事業を実施した。
【主な事業内容】
・ファイターズ主催試合における市民を対象とした応援観
戦ツアーの実施。
・ファイターズが企画するご当地グルメイベント「なまら
うまいっしょグランプリ」への出店。
・市内小学校を対象とした選手とのSkype交流の実施。
・応援大使訪問による交流会（トークショー）の実施。
・市内小中学校及び高等学校への応援大使直筆サイン入り
限定ユニフォームの展示。

トークショー参加
者数

人

Ｈ27

市民 　過去の人口動態などの分析や地域課題・ニーズの掘り起
しをはじめ、次の業務について委託し調査・分析を行っ
た。
【事業内容】
・人口構造、自然及び社会増減に係る現状及び将来見通し
に関する調査
・人口動態や市内の産業構造、雇用の現状及び将来見通し
に係る調査
・施策展開に寄与するアンケート調査及び総合戦略に向け
た策定支援

まち・ひと・しご
と創生法

Ｈ27

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

- - -

終了
平成２７年度をもって事業を
終了した。

1,403 - - - -

Ｈ26
以前

- -

ソフト
一般
会計

高齢・介護グルー
プ執務室及び消防
署仮眠室として使
用している第二庁
舎1階増築部分の床
が傾いたことによ
り、危険な状態に
なったことから、
庁舎等の改修を行
い、来庁者及び職
員の安全を確保す
ることを目的とす
る。

アンケート回収件
数

件 -

Ｈ26

- -

Ｈ28

-

8 -

庁舎等改修
事業

総務
部

総務
Ｇ

H27 H27

Ｈ28

合　計

- -

- - - - -

Ｈ26

- -

Ｈ28

Ｈ27

高齢・介護グループ執務室及び消防署仮眠室として使用し
ている第二庁舎1階増築部分の床が傾いたことにより、危
険な状態になったことから、庁舎等の改修を行った。
・高齢・介護グループ執務室を本庁舎3階の観光経済部執
務室に移動するとともに、観光経済部執務室を登別中央
ショッピングセンターアーニスの空き店舗に移動した。
・消防署仮眠室を選挙管理委員会事務局執務室の一部を改
修して利用した。
・選挙管理委員会事務局執務室を水道グループ会議室兼資
材庫及びレセプト点検室を改修して利用した。

Ｈ27
改修が完了し、事業目的が達
成されたことから、事業を終
了する。

平成27年度で事業
終了

- - -

Ｈ26
以前

終了

事業実施中に不断の事務改善
を検討・実施しております
が、事業内容に変更はありま
せん。

-


